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4,500万円×0.7%×13年間 ＝ 最大409.5万円

あなたにとっての建て時はいつ？一緒に考えましょう。   

※上記最大金額は認定住宅の場合です。また、住宅ローン控除額はお客様のご年収、家族構成、借入額、借入年数により
大きく異なりますので、実際の控除額の概算については営業担当者にお問い合わせください。
※所得税から控除しきれない部分は翌年度の住民税を減額します。（上限97,500円）
※控除対象者の所得金額要件：2,000万円以下。（ただし、40㎡～50㎡未満の認定住宅等を新築した場合は、合計所得金額1,000万円以下）

住宅ローン減税 13年間最大409.5万円（2025年12月末までに入居）

2024年1月1日～2025年12月末までの入居
年末ローン残高（上限）　　　控除率　　　　　控除期間

子育て世帯・若者夫婦世帯に優遇措置（2025年12月末までに入居）

※19歳未満の子を有する「子育て世帯」、または夫婦のいずれかが40歳未満の「若者夫婦世帯」

認定住宅5,000万円、ZEH水準省エネ住宅4,500万円、省エネ基準適合住宅4,000万円

5,000万円×0.7%×13年間 ＝ 最大455.0万円2024年1月1日～2025年12月末までの入居
年末ローン残高（上限）　　　控除率　　　　　控除期間

住宅ローン減税改正３つのポイント

❶住宅ローン減税を受けるには省エネ基準に適合する必要があります。
❷省エネ性能に応じて住宅ローン減税の年末残高上限額が異なります。

❸申請には省エネ基準以上適合の証明書が必要になります。
ZEH水準省エネ住宅・省エネ基準適合住宅の証明には以下の書類のうち、いずれかの書類が必要です。
（2）住宅省エネルギー性能証明書
（1）建設住宅性能評価書：断熱等性能等級・一次エネルギー消費量等級双方の評価を行い、双方の評価が基準を満たすことが証明されているもの。

住宅資金贈与特例 1,000万円まで非課税※（2025年12月末までに入居）

※基礎控除額（110万円）の追加も非課税となります。

住宅取得等資金として、父母や祖父母等の直系尊属から贈与を受けると、
下記金額までの贈与につき、贈与税が非課税になる制度です。

基礎控除額のみ

早い時期から少しずつ
子どもや孫に贈与を
行い、相続税のかかる財産を
減らす相続税対策の方法です。
贈与税は、一人当たり毎年
110万円の贈与分までは贈与
税が課税されません。

住宅取得等資金の
贈与税非課税
限度額
※質の高い住宅の場合

子育てグリーン住宅支援事業
（注文住宅の新築） 最大160万円

2025年11月14日までに
交付申請予約
※予算上限に達するまで

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、新築住宅について、エネルギー価格などの物価高騰の影響を特に
受けやすい子育て世帯などに対して、「ZEH基準の水準を大きく上回る省エネ住宅」の導入や、2030年度までの
「新築住宅のZEH基準の水準の省エネルギー性能確保」の義務化に向けた裾野の広い支援を行うとともに、
既存住宅について、省エネ改修等への支援を行う事業です。補助対象住宅ごとの補助額は、下表に示す通りです。
補助対象には各種条件がございます。詳細は補助金ホームページよりご確認または担当者へお問い合わせください。

補助金に関する
詳細はこちらから↓

※1新築住宅の建築主またはその親族が、所有する住宅の解体工事を発注し、2024年11月22日から完了報告までに解体工事が完了するものに限ります。
　古家の所在地は、必ずしも新築住宅の所在地と同じである必要はありません。
※2複数の古家を除却した場合も、1戸を上限とします。

入居時期

控除率 0.7%

（＊） 住宅ローン減税の税務署への申請時、確認済証の写しを提出し、2023年12月末までに建築確認を受けた住宅であることを証する必要があります。
2024年6月末までに竣工済の住宅については、省エネ基準に適合しない場合にも特例の適用がある場合があります。




